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情報通信機器を用いた診療に関するルール整備に向けた研究
平成29年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業、研究代表者：武藤真祐（東京医科歯科大学医歯学総合研究科臨床教授））

○ 情報通信技術の進展に合わせ、情報通信機器を用いた診療が普及してきているが、更なる普及・推進のためには、
医療上の安全性・必要性・有効性が担保された適切な診療を普及させていく必要があり、一定のルール整備が求め
られる。

○ こうした状況を踏まえ、本年11月に研究班を立ち上げ、年度末を目途に、情報通信機器を用いた診療に関する
ガイドラインを作成する。

メンバー

主任研究者：武藤 真祐 （東京医科歯科大学 医歯学総合研究科 臨床教授）
研究協力者：今村 聡 （日本医師会 副会長）

畔柳 達雄 （日本医師会参与/ 弁護士）
島田 潔 （板橋区役所前診療所 医師）
馬場 稔正 （ＭＲＴ株式会社 代表取締役社長）
宮田 俊男 （日本医療政策機構 理事）
美代 賢吾 （国立国際医療研究センター医療情報管理部門長）

オブザーバー：総務省、厚生労働省、経済産業省

加藤 浩晃 （日本医療ベンチャー協会理事/京都府立医科大学特任助教）
佐々江龍一郎（ＮＴＴ東日本関東病院 医師）
豊田剛一郎 （株式会社メドレー 代表取締役医師）
松山 征嗣 （株式会社トレンドマイクロ 業種営業推進グループ）
宮田 裕章 （慶應義塾大学医学部 医療政策・管理学教室 教授）

研究概要

○ 「情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」）について」（平成９年12月24日付け健政発第1075号厚
生省健康政策局長通知）において、患者側の要請に基づき、患者側の利点を十分に勘案した上で、直接の対面診療
と適切に組み合わせて行うこと等、情報通信機器を用いた診療を実施する際の留意点が示されている。

○ 情報通信機器を用いた診療を実際に行う場合、上記留意点の考え方を踏まえ、実施の判断についてはそれぞれの
医師が行うこととなるが、その判断の参考となるよう、次の内容を定めた情報通信機器を用いた診療に関するガイ
ドラインを作成する。
・ 医療上の安全性の担保の観点から、情報通信機器を用いた診療を行う際の原則の明示
・ 医療上の必要性、有効性の担保の観点から、情報通信機器を用いた診療が適する診療形態の例示 等
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未来投資戦略2017（平成29年６月９日閣議決定）（抄)
Ⅰ Society5.0に向けた戦略分野
１．健康・医療・介護
（２）新たに講ずべき具体的施策
③・AI等のICTやゲノム情報等を活用した医療

未来投資戦略2017

遠隔診療について、例えばオンライン診察を組み合わせた糖尿病等の生活習慣病
患者への効果的な指導・管理や、血圧・血糖等の遠隔モニタリングを活用した早期の
重症化予防等、対面診療と遠隔診療を適切に組み合わせることにより効果的・効率的
な医療の提供に資するものについては、次期診療報酬改定で評価を行う。更に有効
性・安全性等に関する知見を集積し、2020年度以降の改定でも反映させていく。
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診療形態 診療報酬での評価

医師対医師
(D to D)

情報通信機器を用いて画像等の送受信を行い
特定領域の専門的な知識を持っている医師と
連携して診療を行うもの

・遠隔画像診断
画像を他医療機関の専門的な知識を持っている医師
に送信し、その読影・診断結果を受信した場合

・遠隔病理診断
標本画像等を他医療機関の専門的な知識を持って
いる医師に送信し、診断結果を受信した場合

医師対患者
(D to P)

情報通信機器を
用いた診察

医師が情報通信機器を用いて
患者と離れた場所から診察を
行うもの

・電話等による再診
患者の病状の変化に応じ療養について医師の指示を
受ける必要の場合であって、当該患者又はその看護
に当たっている者からの医学的な意見の求めに対し
治療上必要な適切な指示をした場合

情報通信機器を
用いた遠隔
モニタリング

情報通信機能を備えた機器を
用いて患者情報の遠隔モニタリ
ングを行うもの

・心臓ペースメーカー指導管理料（遠隔モニタリング加算）
体内植込式心臓ペースメーカー等を使用している患者
に対して、医師が遠隔モニタリングを用いて療養上必
要な指導を行った場合

遠隔診療（情報通信機器を用いた診療）と診療報酬上の評価
第３６７回中央社会医療保険協議会総会
（２９．１１．１）事務局提出資料
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オンライン診療の位置づけ

外来診療
患者が病院へ来院して診療

訪問診療
医師が患者を訪問して診療

オンライン診療
医師・患者がそれぞれの場所にいながら診療

オンライン診療とは、
ICTを活用し、医師と患者が離れた場所でありながら、患者の状態を把握し、診療を行うもので
あり、患者の外来通院あるいは医師の訪問診療など、対面による診療行為を補完するものである。

本事業では、オンライン診療を対面診療の補完として位置づけ、
診療の 質と効率性 を高めるものとしてその有用性を検証

問診 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 診察

福岡市健康先進都市戦略「かかりつけ医」機能強化事業

第３６７回中央社会医療保険協議会総会
（２９．１１．１）事務局提出資料
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医療機関にて患者を選定し、オンライン診療の治療計画について
患者から同意取得の上、利用を開始

利用開始までの流れ

治療計画書 サンプル
対象患者の選定

治療計画への合意

患者への操作説明
（機器貸与）

デモンストレーション
（リハーサル）

オンライン診療実施

既に継続受診を行っている
患者の中から選定

オンライン診療をどのように
適用するか計画を作成し、患者へ説明

スマートフォンの設定
および患者宅の利用環境を確認

診療予約から診察開始、
終了までの流れを確認

福岡市健康先進都市戦略「かかりつけ医」機能強化事業

第３６７回中央社会医療保険協議会総会
（２９．１１．１）事務局提出資料
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実証結果にみるオンライン診療の効用

訪問診療 外来診療

医師の負担軽減
電話だけでは判断が難しいが映像
により状態を把握することで適切
な指示を出したり、必要な準備を
して訪問診療が行える。
往診依頼があり、訪問してみると
行かなくても大丈夫だったという
こともある中で、本当に必要なと
きだけ訪問することで無駄をなく
すことが可能。

介護者の負担軽減
高齢となると1人では通院が困難で
あるが、在宅医療を頼むまででは
ない場合がある。
高齢患者の家族は勤労世代である
ことが多く、オンラインにより通
院介助の負荷を軽減しながら受診
頻度を高めることで、重症化前に
対応することが可能。

患者・介護者への安心
状態が刻一刻と変化する中で患者
を介護する家族の不安は募るが、
電話だけでは状況を医師に伝える
ことが難しく、また医師も頻回に
訪問することは難しい。
オンラインで状況を共有し指示を
仰ぐことで一定の対応が行える。
オンラインで繋がることが訪問頻
度が減っても安心できる。

早期対応
急な症状変化において、電話では
患者も状況の説明が難しく、医師
も判断がしづらい。
外来診療を行うところでは、緊急
往診も対応することは困難。
かかりつけ医であれば、過去の検
査結果や受診状況もわかり、映像
を診て一定の判断の下、適切な指
示を出すことができる。

福岡市健康先進都市戦略「かかりつけ医」機能強化事業

第３６７回中央社会医療保険協議会総会
（２９．１１．１）事務局提出資料
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 遠隔診療（情報通信機器を用いた診療）は、対面診療と適切に組み
合わせて行われ、対面診療を補完するものとして位置づけられてお
り、その適用については、患者の状態等を踏まえた個別判断が必要
と考えられるため、一定程度の受診期間等を求める必要があるので
はないか。

 遠隔診療（情報通信機器を用いた診療）における医療の質を確保す
る観点から、例えば事前の治療計画の作成・患者同意の取得等を求
める必要があるのではないか。

 仮に遠隔診療（情報通信機器を用いた診療）を、診療報酬で評価す
るとした場合は、上記のような内容を要件として求めるべきではな
いか。

 なお、現行の電話等による再診（電話等再診料）は、患者又はその
看護に当たっている者から治療上の意見を求められ指示をした場合
にのみ算定可能となっており、仮に評価するとした場合は、電話等
再診料との整理が必要となる。

情報通信機器を用いた診療において想定される課題 第３６７回中央社会医療保険協議会総会
（２９．１１．１）事務局提出資料
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